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I 

【エクゼクティブサマリ】 

 

１．テーマの位置付けと概要 

 本研究会のテーマは、経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証事業」の１つとし

て実施されている愛知県豊田市での「家庭・コミュニティ型の低炭素都市構築実証プロジェクト」

(以下豊田市実証プロジェクト)をもとに、その実運用化のための課題を明確化し、対応策につい

て検討するものである。 

 

２．豊田市実証プロジェクトの実運用化の課題と対応の方向 

 ２．１ 低炭素社会システム実証の目標達成に関わる課題と対応 

 ①交通分野でのＣＯ
2

削減効果の可視化と標準化 

  ＣＯ
2

削減効果の可視化の手法としては、ⅰ.交通流シミュレーションモデルとＣＯ
2

排出量モ

デルの結合、ⅱ.シャシダイナモを用いたマイクロスケールＣＯ
2

排出量推定モデル、ⅲ.プロー

ブデータを用いた交通全体状況モニタリング技術などが有効である。また、これらの標準化に

ついては、ITS Japan を中心に国内プロジェクトでの評価の共通化に関する検討が進められてい

る。 

 ②ユーザ自身が低炭素社会システムを選択する仕組みの構築 

  太陽光発電等の低炭素電力使用量が増えるほど、ポイントを多く付与する「電力消費ポイン

トインセンティブ」が有効な方策であり、ポイント原資がゼロサムになるような仕組みが望ま

れる。また、省エネ行動へ誘導するためにはポートフォリオチャートに基づく潜在ユーザへの

働きかけが有効である。 

 ③実証センター運営方法の具体化 

  実証期間中のセンターの開発・運営には、ⅰ.ビジネスのスコープが決まっていない段階での

フレキシブルな対応が可能、ⅱ.複数企業による同時平行的な実証実験が可能、ⅲ.実用化フェー

ズでの移管が容易、ⅳ.将来の複数都市への拡張可能性の点からクラウドサービスの利用が有効

である。 

 ④実験協力者への対応と実証範囲特定の早期化 

  実証実験協力者に対して、設置機器の取り扱いや隣の家との実験内容の相違などについてモ

デル棟の展示場をショーケースとして充分に丁寧な説明をする必要がある。また、開発を進め

ながら実証の準備を行なうことにより、複数年のプロジェクトをスルーでスムーズに展開する

必要がある。 

 

 ２．２ 社会システムの実運用体制とビジネスモデルに関わる課題と対応 

 ①実運用体制構築のためのビジネス基本構造の明確化 

  今回の実証実験を契機とした自治体、企業、住民のより積極的な連携をもとに、実証協議会

の中での推進体制を発展させた実運用体制の構築が最も望ましく期待される。その体制はビジ

ネスの基本構造に依存する。このプロジェクトにおけるビジネスの基本構造は、太陽電池等の



 

 II

再生可能エネルギーを用いたサスティナブルなもので、かつ PHV、EV 等の蓄電池を用いて需給

変動に対するエネルギーマネジメントを行い、加えて災害等の緊急時対応も可能なレジリエン

トなエネルギーシステムで地産地消の自律分散型のスマートコミュニティを目指すものである。

そして、これらを実現するために EDMS と TDMS の 2つのプラットフォームを用いて、全体的な

エネルギーバランスの最適化を図る。 

 ②ビジネスとして成立しうる事業スキームの明確化 

  「環境経営に関するポーター仮説」の実証データに基づく分析の結果、ＣＯ
2

削減等の環境 

対策が企業価値に反映されるまでには一定期間を必要とすることがわかり、スマートコミュニ

ティ関連ビジネスの事業スキームを成立させるためには、少なくとも 5 年間程度の公的補助が

必要と考えられる。 

 ③社会システムサービス事業参入時の競争戦略の明確化 

  競争のルールが固まっておらず、業界構造も不安定な新しい業界であるがゆえに共倒れにな

らないような秩序を作るため、中核企業の見極めと育成の仕組みが必要である。 

 ④低炭素交通システムの各施策の有機的連携による相乗効果の創出 

  交通情報システム、交通規制、駐車場の整備、公共交通機関の運賃などの各施策は有機的な

連携により相乗効果が期待できるため、実運用化の段階では統合的に展開することが望まれる。 

 

 ２．３ 社会システムのグローバル展開における課題と対応 

 ①市場に対応した海外展開 

  対象とする地域に合わせて、どのような製品・技術・ノウハウをどのような単位で、どのよ

うな組み合わせで展開するのか見極めが必要である。単体機器では価格競争に陥るため、技術

をその地域にローカライズし、インフラシステムのパッケージとして海外展開することが重要

である。 

 ②国際標準規格化への対応 

  海外展開を想定した標準化の推進活動は官民連携のスマートコミュニティ・アライアンスを

中心に進めていくことが最も有効である。 

 ③海外技術者と外国人潜在ユーザの受け入れ環境整備 

  受け入れ環境整備の前に、まずはスマートハウスのモデル棟のショーケース(豊田市元城町に

予定)の利用が有効である。また優れた技術をもつ相手国と日本の間で WIN-WINの関係になり得

る共同実証の候補を世界中から探しだすことが重要である。 

 ④他プロジェクトとの差別化 

  PHV や EVの導入促進、FCV バス導入、パーソナルモビリティ、エコドライブ促進の情報提供

や基幹バスと通勤バスの連携、TDMS(Traffic Data Management System)による最適移動手段へ

の誘導などの低炭素交通システムは大きな差別化の要素である。また、地域内での実証が中心

で家庭内のエネルギーマネジメントに重点をおいた導入初期フェーズの現実的なスマートコ

ミュニティに関する実証であることも特徴の 1つである。 
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【はじめに】 

 

 地球規模でのＣＯ
2

削減が世界共通の取組み課題として認識が高まる中、2011 年には東日本大

震災の福島原発事故に伴なう電力不足からエネルギー問題がクローズアップされ、再生可能エネ

ルギー特別措置法が成立するなど、多様な省エネルギー・創エネルギー・蓄エネルギー機器普及

の促進が急加速している。こうした背景にあって、これらの機器、交通システムおよび生活者の

ライフスタイルの変革等を複合的に組み合わせて全体最適化を図り、地域単位でエネルギーの最

適利用をマネジメントすることが求められている。このような社会変化に対応し、我が国が強み

とする環境エネルギー関連技術を活かし、官民一丸となって低炭素社会システムの構築を推進し

ていくことは、環境対策のみならず、産業育成、成長戦略の観点からも重要であると考えられる。 

 本研究会では、低炭素社会システム構築の一環として、『都市づくり・社会システム構築』とい

うテーマを取り上げた。都市づくりや社会システムの構築には、スマートグリッド等によるエネ

ルギーマネジメントシステムが今後の有効な手段となる可能性があり、地域(産業､住民､自治体)

が一体となった取組みが必要とされる。COCNでは、産業界からのプロジェクト提案を国のプロジェ

クトとして、研究開発から実用化に至るロードマップに基づいて活動しており、本テーマでは、

現在進行中のプロジェクト(R&D)をもとに課題を集約､明確化のうえ、実運用化に向けた対応策に

ついて検討する。本年度は、昨年度の検討に継続して行うものであり 2 年目の検討である。検討

のポイントとして、以下の 2 点を重視しつつ推進を図っていく。 

 ①ビジネスモデルとして成立させるためには、R&D だけでなく、導入補助､インフラ整備､ 

  場合によっては、法制度改正等も実行されるべく、総合的で一貫した取組みが必要 

 ②産業界においては、異業種企業間の水平・垂直連合を形成して、運営していく仕組みづくり 

  が必要 

 

産業競争力懇談会 

会長（代表幹事） 

榊原 定征 
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【本 文】 

 

１．豊田市低炭素社会システム実証プロジェクトの概要と進捗状況 

 １．１ 位置付け 

  愛知県豊田市における『家庭・コミュニティ型の低炭素都市構築実証プロジェクト』（以下、

豊田市実証プロジェクト）は、経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証事業」（2010

～14年度の 5ヵ年）として行うもので、2010 年 4 月に選定を受け、豊田市低炭素社会システム

実証推進協議会が実証を推進しているものである。 

 

 １．２ 豊田市実証プロジェクトの特徴 

  このプロジェクトの特徴は、生活者を主体として、生活圏・コミュニティ単位でのエネルギー

利用の最適化を目指すことにある。 

 

 （１）「家庭内及び移動先」でのエネルギー利用の最適化 

コミュニティの「原単位」である家庭部門のエネルギー消費が増大傾向にある中、系統電

力と再生可能な自然エネルギーをあわせてコミュニティ内での需給を調整し、エネルギーの

「地産地消」を目指す。家庭内及び移動に使うクルマの低炭素化や蓄電池利用による分散型

の電力供給の実証を行い、家庭部門で 20%(スマートハウス単体では 70%以上)のＣＯ
2

排出量削

減を追求する。 

 

 （２）エコと生活者の満足度を両立 

独自に開発したエネルギーマネジメントシステムである HEMS(Home Energy Management 

System)と EDMS(Energy Data Management System)により、エネルギー利用の予測制御と行動

支援を行い、再生可能エネルギーを最大限に活かしながら、生活に我慢を強いるものではな

く、QOL(生活の質)を落とさずに一層の省エネ・節電を快適に達成することを目指す。 

 

 （３）低炭素な交通システムの構築 

PHV(プラグインハイブリッド車)や EV(電気自動車)、FCV(燃料電池自動車)の導入など交通

そのものの低炭素化に加え、IT・ITS 技術により通勤・通学・外出におけるクルマや公共交通

との効率的な組み合わせを支援するなどさらなる移動の最適化を目指し、交通部門で 40%の 

ＣＯ
2

排出量削減を追求する。 
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出典：経済産業省ホームページ 次世代エネルギー・社会システム協議会（第 13回）配布資料 

図１－１ 豊田市実証の概要 

 

 １．３ 実施スケジュール 

  プロジェクト 2 年目となる本年は、家庭・地域のエネルギーマネジメント分野の実証段階に

入る。6 月 3 日に豊田市東山地区、高橋地区で実証住宅の販売を開始し、実証実験は 9 月から

の第 1期・14棟の入居にあわせて開始している。それに先立ち、実験用モデル住宅でシステム

の試験運用を開始している。 

実証住宅内では HEMS によって、家庭内の創エネ機器(太陽光電池、燃料電池など)や蓄エネ機

器(家庭用蓄電池、エコキュートなど)、次世代車両(PHV・EV）、スマート家電をつなぎ、家庭単

体での電力需給、機器制御の最適化と見える化を行う。HEMS に連携制御された蓄電池は、家庭

の電力消費の低コスト化・低炭素化を促すとともに、災害時の非常電力源となる。 

  またコミュニティレベルでは、EDMS が、家、コンビニエンスストアや学校などを結んで地域

内の電力需給バランスを調整し、コミュニティ全体でのエネルギーの「地産地消」を目指す。

例えば、地域内で太陽光発電量の不足が予測される場合、生活者に対してエネルギー消費を控

える行動をアドバイスし、それに従った生活行動にエコポイントを付与する。さらに専用端末

やインターネット、スマートフォンから電力使用実績やエコポイント取得累計などの情報を提

供し、無理のない継続的なエコ行動を支援する。 

  さらに家庭電力から PHV・EV への充電にとどまらず、クルマのバッテリー電力を家庭へ供給

する V2H(Vehicle to Home)の実証にも取り組む。平常時は家庭内・地域内の余剰電力を備蓄し、

一層無駄のないエネルギー活用に貢献するとともに、災害時には「動く非常用電源」として地

域のエネルギー自立化を支える。 
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出典：経済産業省ホームページ 次世代エネルギー・社会システム協議会（第 13回）配布資料 

図１－２ 実施スケジュール 

 

 １．４ 豊田市低炭素社会システム実証推進協議会の概要 

（１）設立日 ２０１０年８月５日 

（２）設立目的 国内外に普及する地方都市型低炭素社会システムを構築するため

の実証の推進 

（３）活動内容 ①低炭素社会システム実証事業の企画・推進・連絡調整 

②各種関係機関・団体との連絡調整 

③協議会外部に向けた情報発信・広報活動 

④その他、本協議会の目的を達成するために必要な活動 

（４）参加団体 計２９団体（2012 年 2月 29日時点 以下 50音順） 

◆会員： アイシン精機、愛知県、エナリス、ＫＤＤＩ、サークルＫサンクス、 

シャープ、セコム、セック、中部電力、デンソー、東芝、東邦ガス、 

豊田市、トヨタ自動車、豊田自動織機、豊田商工会議所、 

トヨタすまいるライフ、豊田通商、トヨタホーム、 

ドリームインキュベータ、中日本高速道路、名古屋大学、名古屋鉄道、 

日本政策投資銀行、日本ヒューレット・パッカード、富士通、三菱商事、 

矢崎総業、ヤマト運輸 

   ◆幹事： 豊田市(会長)、トヨタ自動車(副会長)、中部電力、 

ドリームインキュベータ 



 

 4

２．2010 年度及び 2011 年度に抽出した課題の整理 

 昨年度(2010 年度)は実証プロジェクト開始 1 年目の時点で想定された課題を以下の 3点に分け

て抽出しその対応の方向性について検討した。 

・ 低炭素社会システム構築実証の目標達成に関わる課題 

・ 社会システムの実運用体制とビジネスモデルに関わる課題 

・ 社会システムのグローバル展開における課題 

 

 今年度(2011年度)はその後の実証実験準備において新たに明確になってきた課題を抽出し前述

の 3 分野に分類してまとめて課題を整理した。以下の表 2-1に 2010 年度に抽出した課題とその対

応の方向及び 2011 年度に抽出した課題を示す。 

 

表２－１（１） 2010 年度及び 2011年度に抽出した課題と対応(その 1) 

―低炭素社会システム構築実証の目標達成に関わる課題― 

抽出年度 課題 対応の方向性(2010 年度検討) 

2010 年度 

①交通分野での CO
２

削減効果の可視化と 

標準化 

ITS Japan での取組み事例 

 a) CO
２

削減効果の可視化 車両タイプ、運転パターン、行動パターンで区分した 

車ごとの CO
２

排出量に関する推定 

 b) CO
２

削減効果評価手法の標準化 他都市での実証における評価手法との共通化 

②ユーザ自身が低炭素社会システムを 

選択する仕組みの構築 

ユーザメリットと CO
２

削減効果の連動 

 a) CO
２

削減がユーザメリットとして 

反映できる仕組み 

エコポイント的な制度の可能性検討 

 b)低炭素化方策を選択し易い仕組みの 

ために必要な規制緩和や特区の検討 

規制緩和や特区に対する既存事業者への補償が必要 

③実証センター運営方法の具体化 実証センター運営費用の負担が必要 

 a)実証期間中のセンターの運営 

(人、物、金) 

実証実験参加企業のコールセンターの代用、 

受益者負担 

2011 年度 

④実験協力者への対応と実証範囲特定の 

早期化 

― 

 

 

表２－１（２） 2010 年度及び 2011年度に抽出した課題と対応(その 2) 

―社会システムの実運用体制とビジネスモデルに関わる課題― 

抽出年度 課題 対応の方向性(2010 年度検討) 

2010 年度 

①実運用体制構築のためのビジネス基本構

造の明確化 

サービスの実運用を行う経営母体が必要 

 a)ビジネスモデルの具現化 実証実験でビジネスモデルの仮説を検証 

 b)事業主体のフォーメーションの検討 異業種間の水平・垂直連合による事業主体の 

ビジネスフォーメーション 
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 c)サービスの責任分界点等の団体間の 

利害調整 

長期的視点からあるべき姿を産官学のメンバーで 

検討 

②ビジネスとして成立しうる事業スキームの 

  明確化 

受益者負担の原則が成り立つ側面とそうでない側面を

合わせた検討 

 a)ランニングコスト負担のスキーム 低額の有料サービスとしての受益者負担とユニバーサ

ルサービスに対する公的補助 

 b)初期投資の回収スキーム 公共性の高いイニシャル投資に対する公的補助の仕組

みとして政府が公共財の価格メカニズムのかわりをする

リンダール均衡の検討 

③社会システムサービス事業参入時の 

競争戦略の明確化 

業界のルールが整っていないため離陸までのリスク低減

が必要 

 a)製品・技術の規格化の推進や情報不足

による顧客の混乱の防止等が必要 

新しい業界の製品・サービスを受け入れる市場の見定め

や共倒れにならない業界の秩序をつくる試行が必要 

2011 年度 

④低炭素交通システムの各施策の有機的連

携による相乗効果の創出 

― 

 

表２－１（３） 2010 年度及び 2011年度に抽出した課題と対応(その 3) 

―社会システムのグローバル展開における課題― 

抽出年度 課題 対応の方向性(2010 年度検討) 

2010 年度 

①市場に対応した海外展開 対象とする地域にあわせたものを見極めることが必要 

 a)各国のスマート社会システムへの取組み 

スタンスの相違の把握 

日本の技術がガラパゴス化しないように標準化のタイミ

ングや他標準との親和性などを十分に留意することが必

要 

②国際標準規格化への対応 競争領域と協調領域に関する有利なマップを描くべく、 

他国に先駆けた標準化提案や、議論の主導権をとる 

標準化戦略が必要 

 a)競争領域と協調領域のマップ作成 各領域における実験で早急に技術を実証・確立し、 

ノウハウを蓄積することが必要 

 b)実証モジュールの強み分析 実験によるモジュール間の擦り合わせに基づく技術の 

実証成果をふまえた展開戦略が必要 

 c)他地域との情報共有 日本としてのスマート社会システムについて国内他地域

との情報共有が必要 

③海外技術者と外国人潜在ユーザの受け入

れ環境整備 

世界中の先進技術について常にベンチマークを行い、 

積極的に取り込むことが必要 

 a)海外スマート社会システム技術の調査と 

評価や外国人技術者の招聘と受け入れ 

が必要 

受け入れ外国人技術者の居住環境や生活環境まで 

カバーした環境の整備と海外への売り込みのための

サービス体験ゾーンの設置 

2011 年度 ④他プロジェクトとの差別化 ― 
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３．課題と対応の方向に関する検討 

 ３．１ 低炭素社会システム構築実証の目標達成に関わる課題と対応 

 ３．１．１ 交通分野でのＣＯ
2

削減効果の可視化と標準化 

  豊田市実証プロジェクトでは、TDMS(Traffic Data Management System)を介した交通需給制

御の最適化、次世代 FC バスシステムの導入、ワンマイルモビリティ等の次世代交通システム、

そして EV、PHV の導入促進などの交通分野の多様な施策が検討されている。これらの交通分野

の施策によるＣＯ
2

削減効果の可視化と標準化は実証プロジェクトの実用化にとって、とりわけ

重要な課題の 1つである。交通分野でのＣＯ
2

削減効果の評価は図３－１のように交通需要、行

動、車種比率等のデータと交通状況をもとにして、個人単位での排出ガスを推計し、それを都

市や、社会単位の排出ガスに拡大して、施策導入前後の比較をすることによって行う。こうし

た交通分野でのＣＯ
2

削減効果の具体的な可視化の手法としては、NEDO(新エネルギー・産業技

術総合開発機構)が検討を行っている評価手法があり、それを（１）で述べる。また、（２）で

は、そうした効果評価手法の標準化の動向について述べる。 

 

 

(注)ＳＰ調査：選好意識調査(Stated Preference Survey) 

CAN：Controller Area Network 

出典：ＩＴＳ Ｊａｐａｎモデル都市効果評価分科会関連打合せ資料 

図３－１ ＣＯ
2

削減効果評価の基本構成関連図 

 

（１）NEDOの「エネルギーITS 推進事業」におけるＣＯ
2

削減効果評価手法 

 NEDO は、高い省エネルギー効果が期待される ITS(高度道路交通システム)の早期実用化を目指

すためのプロジェクト「エネルギーITS 推進事業」の一環として、ITS の各施策がＣＯ
2

削減にど

の程度寄与したのかを計測する以下の①～④のような効果評価手法の開発を行っている。 
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  ①広域から詳細レベルまでのハイブリッド交通流シミュレーションモデル 

   NEDO の評価手法(以下、本手法)は、交通流シミュレーションをベースにしてＣＯ
2

排出量

を推計する。そして、その交通流シミュレータは、広域～地区～詳細レベルの一括評価を行

うハイブリッドシミュレーションが可能である。これにより、個人単位の排出ガスの推計と

都市、社会単位の排出ガスへの拡大推計の関連づけが可能となる。ただし、対象エリアが全

国規模になるとハイブリッドシミュレーションの実施には計算時間の短縮とメモリ使用量の

制約回避が不可欠なためグリッドコンピューティングに対応可能なシミュレーションソフト

ウエアの並列化を行っている。 

 

 

 

出典：ＮＥＤＯホームページ 第１回「エネルギーＩＴＳ推進事業」（中間評価）分科会資料 

図３－２ ハイブリッド交通流シミュレーション 

 

 

出典：ＮＥＤＯホームページ 第１回「エネルギーＩＴＳ推進事業」（中間評価）分科会資料 

図３－３ グリッドコンピューティングによる並列シミュレーション計算 
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  ②交通流シミュレーションとＣＯ
2

排出量モデルの結合 

   本手法では、都市域をカバーし、かつＣＯ
2

排出量に影響を与える要因を考慮した交通流シ

ミュレーション技術と、その交通流シミュレーションデータから高精度に車両からのＣＯ
2

排出量を推計する技術を結合することにより、ＩＴＳ施策が導入された場合のＣＯ
2

排出量の

低減効果を評価する。 

 

 

出典：ＮＥＤＯホームページ 第１回「エネルギーＩＴＳ推進事業」（中間評価）分科会資料 

図３－４ 交通流シミュレーションとＣＯ
2

排出量モデルの結合 

 

   図３－４のように交通流シミュレーションモデルからの出力として得られる停止・定速走

行の走行パターンをもとに、都心および郊外の幹線道路、細街路、高速道路など種々の交通

状況下における実走行挙動とＣＯ
2

排出挙動のデータを採取・解析し、ショートトリップ(発

進から停止まで)の走行時間と平均車速、ショートトリップ内の加速・減速回数等を統計的に

処理することにより、ＣＯ
2

排出量データベースを構築し、これを利用することによって、 

ＣＯ
2

排出量を推計する。 

 

  ③マイクロスケールＣＯ
2

排出量推計モデル 

   種々の ITS 施策のうち、エコドライブに代表されるような個別車両の走行挙動変化によっ

てＣＯ
2

排出量低減を図る施策に対しては上記のモデルをそのまま適用することは不適切で

ある可能性がある。このようなケースにおいて、このモデルを補正するためにシャシダイナ

モメータによる試験を実施して、速度と車両駆動力(電気式ハイブリッド自動車の場合はバッ

テリーの充電状態も考慮)に対するＣＯ
2

排出マップを作成し、ＣＯ
2

排出量削減効果を推計す

る。 

ST: Short Trip 
SS: Short Stop 
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出典：ＮＥＤＯホームページ 第１回「エネルギーＩＴＳ推進事業」（中間評価）分科会資料 

図３－５ マイクロスケールＣＯ
2

排出量推計モデルの概要 

 

  ④交通状況全体モニタリング技術 

   本手法では、プローブデータと既存のインフラセンサデータを活用して、地域のＣＯ
2

排出

量を推定するモニタリング技術を用いる。これは、プローブ車両ではない一般車の動きも考

慮して、地域全体での排出量を推定するものである。つまり、感知器データ等から交通量が

把握できる高速道路や自動車専用道だけでなく、交通シミュレーションを併用して、感知器

データの取得が難しい一般道での交通量を推定・補完する。 

 

 
出典：ＮＥＤＯホームページ 第１回「エネルギーＩＴＳ推進事業」（中間評価）分科会資料 

図３－６ プローブデータと感知器データの時空間融合方式概念図 
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（２）交通分野でのＣＯ
2

削減効果評価手法の標準化に向けた動き 

  ＩＴＳ Ｊａｐａｎでは、2010 年度、2011 年度に整理した ITS 実証実験モデル都市における

評価手法の内容を基に、2012 年度に実施される各施策のＣＯ
2

削減効果が評価できる環境整備

（都市横断的な評価手法の検討、施策導入前の現状把握と評価）、及びモデル都市への適用に向

けた検討を行っている。具体的には、前述の NEDOのエネルギーITS 推進事業を含む表３－１に

あるような取組みについて、それぞれの評価手法の関係の整理を通して、交通流シミュレーショ

ンとＣＯ
2

排出量推計モデル及び交通需要モデル等の検討を行っている。そのため、エコドライ

ブの評価に重点化して評価環境を構築し、その評価を実施するとともに、その他の施策につい

ては簡易的な手法の検討も行なっている。そうした取組みを通して車種分類、データ項目、形

式等の標準化を検討し、先行する環境構築や評価事例の他都市への展開を支援している。ITS 

Japan では、ITS 実証実験モデル都市において ITS 施策によるＣＯ
2

排出量削減の効果評価が行

える環境が整備されることと、他都市へ展開できるように標準化されていることを 2012 年度目

標として活動している。このように、我が国では課題である交通分野でのＣＯ
2

削減効果評価手

法の標準化に向けて ITS Japan を中心に国内プロジェクトでの評価の共通化に関する検討が進

められている。 

 

表３－１ ＣＯ
2

削減効果評価手法に関する間係者の主な取組み 

都市 関係者 主な取組み 

－ 

ＮＥＤＯのエネルギーITS 推進事業 

（東大、i-Transport Lab.(ITL)、 

日本自動車研究所(JARI)） 

ハイブリッド交通流シミュレーション、ＣＯ
2

排出量推計モ

デルの開発、及びそれらの検証方法の開発 

（国際的に信頼される評価手法確立） 

柏市 柏市 ITS推進協議会／第 5部会 

・エネルギーITS の手法を活用した交通状況の予測、 

可視化 

・エコドライブによる都市全体のＣＯ
2

排出量削減予測 

豊田市 

トヨタ自動車、交通工学研究会(JSTE)、 

豊田中央研究所 

・エコドライブ状態を運転者に通知できるプローブ車載機を

用いたモニタリング 

・実走行データに基づく走行環境、ドライバ特性の 

モデル化 

・エコドライブによる都市全体のＣＯ
2

排出量削減推計 

横浜市 日産自動車 

動的経路案内(DRGS)導入による都市全体の渋滞改善、ＣＯ
2

排出量削減の交通流シミュレーションによる評価 

 

 ３．１．２ ユーザ自身が低炭素社会システムを選択する仕組みの構築 

  低炭素社会システムをユーザが自ら選択するためには何らかの形でユーザメリットとＣＯ
2

削減効果を連動させる必要がある。その 1 つの有力な対策の方法としては低炭素電力の使用量

の増加に伴ってより多く付与されるエコポイント的な制度が考えられる。以下の(１)では、そ

のような電力消費ポイントインセンティブの仕組みの概要について述べる。 

  また、(２)では低炭素社会システムの選択を誘導するためのユーザタイプ別のインセンティ

ブ方策として省エネ行動へ誘導するポートフォリオチャートについて述べる。 
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 （１）電力消費ポイントインセンティブの仕組み 

   一般的に太陽光発電の費用は系統電力料金よりも高いため、そのことを前提としたうえ

で、低炭素エネルギーとしての太陽光発電の使用を誘導し、ユーザが自らそれを選択する

ようなポイントインセンティブの仕組みを検討してみる。 

   ここでは地域の電力需要を系統電力（ａ）と太陽光発電（ｂ）でまかなうことを想定し

て、系統電力の利用割合【a/(a+b)】をもとにした電気料金の表示を行うことにする。 

図３－７において、まず、ポイントインセンティブ導入前は、例えば系統電力１００％使

用のＡ点から系統電力０％のＧ点までα円／kWh のフラット料金とする。 

   ポイントインセンティブの導入により、系統８０％と太陽光２０％の消費パターンＨ点

を、Ａ点と同じα円／kWh と設定した場合、系統１００％の家庭ではα円／kWh にβ円／kWh

のペナルティ、即ちマイナスのインセンティブを追加し（α＋β）円／kWh とする。そし

て、このとき例えば系統電力７０％、太陽光３０％の点 I の家庭にはδ円／kWh のインセ

ンティブを与え（α-δ）円／kWh とする。ここで、ペナルティによる追加売上(三角形Ａ

ＢＨに相当)よりインセンティブ(三角形ＦＨＧ)が大きいので、当初売上の確保にはその差

額に相当する補助金がインセンティブの原資として必要となる。そのため、系統５０％と

太陽光５０％の消費パターンＪ点をα円／kWh と設定した場合、追加売上(三角形ＣＡＪ)

＝インセンティブ(三角形ＦＧＪ)となり、ポイントインセンティブ導入前と同じ売上が確

保できるようになるため、理論的にはゼロサムとなって補助金が不要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７ 電力消費ポイントインセンティブの仕組み 

 

 （２）省エネ行動へ誘導するポートフォリオチャート 

   低炭素社会システムの選択を誘導するために、潜在ユーザについて図３－８のように横軸

はやる気の有るか無いかで分け、縦軸は行動的で有るか無いかで分けることによって合計 4

区分に分けたポートフォリオチャートを考える。 

   ①～④の各セクターの潜在ユーザへの対応として以下のようなインセンティブ策をとるこ

とが有効であると考えられる。 

契約料など 

地域 
電力 
需要 

系統 
電力 

地域 
太陽 
光総 
需要 

a 

b 

系統(%)＝a/(a+b)×100 

系統電力単価 

A.ポント導入前 

α円/kWhのフラット料金 

電力消費パターン 

B. ポイント導入+補助金有 

(α+β)円/kWh 

系統    0%         系統50%  系統70%  系統80%      系統100% 

太陽光100%        太陽光50% 太陽光30% 太陽光20%     太陽光 0% 

C. ポイント導入+補助金無 

(α+β+γ)円/kWh 

Ｊ 

E 

F 

G 

D 

α 

γ 

β 

δ （ 
Ｉ H 
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①の問題児に対しては、何に興味があるのかを見つける必要があり、左上の④優良児に 

移行させるためには金銭的インセンティブが有効と考えられる。 

②の受身的な人を左上の④優良児に移行させるためには、ガイダンス／レコメンドが 

有効であると考えられる。 

③の無関心な人は、まず、左下の②受身的な人へ移行させるために金銭的インセン 

ティブが有効であると考えられる。 

 ④の優良児には、マンネリを防ぐ継続性を保つ方法を検討する必要がある。例えば、 

公共交通機関利用のマイレージのようなポイントインセンティブにより、継続して利用 

してもらえるような仕組みづくりが必要である。 

 

 

④優良児 

 

 

①問題児 

 

②受身的 

 

 

③無関心 

 

図３－８ 省エネ行動へ誘導するポートフォリオチャート 

 

 ３．１．３ 実証センター運営方法の具体化 

  実証期間中のセンター運営は、ヒト、モノ、カネの点での負担をどうして行くのかが 1 つの

課題である。昨年度はこの対策として、費用自体を受益者負担にする方法も含めて実証参加企

業のコールセンターを代用したり、参加企業の人がオペレータを兼務する等の方法などの幅広

いアイディアが出されている。 

  様々な可能性のなかで対応方法としては、以下のような理由からクラウドサービスの利用が

もっとも有効かつ適切であると考えられる。 

（１）ビジネスのスコープが決まっていない段階でのフレキシブルな対応が可能 

  実用化フェーズでのビジネス領域がどの範囲になるかは実証実験を通じて明らかになってく

るところもある。従って、実用化フェーズを想定した場合、センター機能についても、それに

対応した構築の仕方をする必要がある。インフラ、プラットフォーム、アプリケーションのど

こに特徴を出すか、またシステムリソースとソフトウェアをどう組み合わせるか、更にはオペ

レーションやセキュリティをどうするかなどの点でクラウドサービスのフレキシビリティが非

常に有効である。 

（２）複数企業による同時平行的な実証実験が可能 

  今回の実証実験においては、複数の企業が同時平行的に様々な実証実験を行う体制になって

いる。従って、各企業が自分の検証に適した実証実験用センターをそれぞれ作るのが効率的で

ある。もちろん実用化フェーズにおいては、それらのセンター機能をいずれ統合することにな

無 

有 

有 無 

（
行

動
的

） 

（やる気） 
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るが、実証期間中はある意味で試験中の過度的フェーズのセンターにならざるを得ない。そう

いった意味で各企業がそれぞれ別々に作業を進めても高いセキュリティで短期間にかつ低コス

トでセンターシステムを構築できるためクラウドサービスは使い勝手がよい。 

（３）実用化フェーズでの移管が容易 

  実証実験が終わったあかつきには、実用化運用を行う経営母体に対してセンターを移管する

必要がある。その場合、経営母体はビジネスモデル如何により、どんな形のセンター機能を望

むかは異なる可能性が高い。そのため実証実験のときのセンターから改修等をする必要が生じ

る。そうした場合にもクラウドサービスはハードウェアやソフトウェアを購入したり、運用費

用を固定化したりせずに対応することが容易であり、しかも開発も短期間でできるため有益で

ある。 

（４）将来の複数都市への拡張可能性 

  実用化の段階でのセンターは 1 つの都市に固定されるというよりはむしろ、将来的に複数都

市で共用化される可能性が高い。そうした場合にも、クラウドサービスはアプリケーション基

盤やユーティリティ機能(課金等)のサービスを共用できるなど拡張可能性についても自由度が

高い。 

 

 ３．１．４ 実験協力者への対応と実証範囲特定の早期化 

  昨年度に引き続き 2011 年度も実証実験の準備を進めていく中で、新たに次のような課題が明

確になってきた。 

  1つは、実証実験協力者への詳細な説明である。6 月に省エネルギー住宅「スマートハウス」

の第 1期分 14戸の販売が開始された。この住宅に入居される方々に、スマートグリッドの実証

実験のご協力を頂く必要がある。その際、販売する家では、それぞれの設置機器、パターン、

タイミングなどが異なり、その上で、Before/Afterの比較をすることになるため、機器の取扱

方法や隣の家となぜ異なるのかとか、万が一こんなはずではなかったといった不具合対応など

について十分に丁寧で詳細な説明をする必要がある。また、周辺住民の方々との関係やさらに

は実証実験見学者に対する対応等についても関係者に説明する必要がある。その 1 つの対応と

しては、実証実験のモデル棟の展示場を設置し、ショーケースで関係者に説明するのが有効で

あると考えられる。 

  もう 1つの課題は、実証プロジェクトが 2 年目に入るに際して、実証予算の確定までに時間

を要するが、スケジュール的には実証の準備を平行して進めざるを得ないため、仮の形で実証

範囲の特定をする必要があるということである。費用の支出根拠は期初まで遡っても可能とい

うことであるが、個々の案件が実際に認められる支出か否かは予算が確定するまで不透明とい

う時間差が生じてしまう。そのため、それぞれの実験着手のタイミングを見極めて、開発しな

がら実証の準備を行ない、複数年のプロジェクトをスルーでスムーズに展開する具体的対策を

検討する必要がある。 
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３．２ 社会システムの実運用体制とビジネスモデルに関わる課題と対応 

 ３．２．１ 実運用体制構築のためのビジネス基本構造の明確化 

  国内で推進されている経済産業省の「次世代エネルギー社会システム実証事業」の 4 つのプ

ロジェクトでは、それぞれ実証事業の推進母体として、実証地域の自治体、及び実証事業の参

画企業を中心とした「協議会」が設立されている。 

  これらの協議会では実証事業のプロジェクトの進捗管理、及び評価等の PDCA を実行すること

に加え、実証事業を直接実施する企業以外の企業、地域の中小企業、大学等を取り込み、スマー

トコミュニティに関する機器、システム、サービスの展開をより多様なものとすることを目指

している。 

  このように、本実証実験を契機とした自治体、企業、住民のより積極的な連携をもとにして

協議会の中での実証の推進体制を発展させて実運用主体の構築につなげていくことが最も望ま

しく期待される。 

  豊田市のプロジェクトでも前述のような「豊田市低炭素社会システム実証推進協議会」があ

り、実証の推進のための事業者連携が図られている。具体的には交通システムでの事業者連携

として、パーク＆ライド、高機能パーキングの自動駐車場、駐車場満空情報、EV カーシェアリ

ングの配車、ワンマイルモビリティ、共通 IC カード利用などの分野での参加者の連携の検討が

進んでおり、これらが実証段階での体制のベースになることが期待される。 

  ただ、こうした連携の事業者どうしのつながりは、結局、プロジェクトにおけるビジネスの

基本構造にかかってくるといえる。更に言えば、豊田市での実用化だけでなく他エリアでの実

用化も含めて考えると事業者同士の結びつきのもとになるビジネスの基本構造をよく見極めて

おくことが運用体制を考えるうえでも重要である。 

  そういった意味で豊田市実証のスマートコミュニティに関するビジネスの基本構造として 

以下のようなものを考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－９ 家庭のエネルギー需給変動 
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  図３－９において、太陽電池の再生可能エネルギーの供給量は、日照量に伴って変動するた

め、1 日のうちの昼間が最大になる。一方、家庭のエネルギー需要は一般的に朝と夕に 2 つの

ピークをむかえる。そのため、需要が供給を上回る不足エネルギーと、供給が需要を上回る部

分の余剰エネルギーとの需給マネジメントが必要である。このピーク、オフピークの差分をシ

フトして平滑化させるために、PHV や EVの蓄電池を用いてエネルギーの需給バランスを図る。 

  このように、今回のプロジェクトにおけるビジネスの基本構造は、太陽電池等の再生可能エ

ネルギーを用いたサスティナブルなもので、かつ PHV や EV等の蓄電池を用いて需給変動に対す

るエネルギーマネジメントを行い、加えて災害等の緊急時対応も可能なレジリエントなエネル

ギーシステムで地産地消の自律分散型のスマートコミュニティを目指すものである。 

豊田市実証プロジェクトにおける低炭素社会システムでは、人々のライフシーンをシームレ

スにつなげる。そして、家庭内（家庭部門）と移動（交通部門）と移動先（業務部門）のつな

がりの中で、上記のような基本コンセプトを実現するために、２つのプラットフォームを構築

する。１つは、ＥＤＭＳ（エネルギーデータマネジメントシステム）で、もう一つは、ＴＤＭ

Ｓ（トラフィックデータマネジメントシステム）である。これらの両方のソフトウェアを集め

たものが、社会システムを管理するためにクラウドベースのコンピュータ上に置かれる。ＥＤ

ＭＳとＴＤＭＳは、地産池消のコンセプトのもとでコミュニティと交通流の全体的なエネル

ギーバランスの最適化を図る。つまり、ＥＤＭＳとＴＤＭＳは、前述の３．１．２の方策など

によって消費者が自ら低炭素社会を選択するとき、その消費者の需要に対応（デマンドレスポ

ンス）するためのプラットフォームになる。 

ＥＤＭＳを構成するのは、系統電力からのエネルギーだけでなく、ＰＨＶとＥＶ、ホームエ

ネルギーマネジメントシステム（ＨＥＭＳ）、太陽光パネルによる再生可能エネルギーなどであ

る。言い換えれば、ＥＤＭＳの目的は、エネルギー節約への誘導を通して、電力使用を最適化

することである。蓄電をコミュニティレベルで行い、再生可能エネルギーの使用は、わかり易

いバーチャルマネーを使ったポイントシステムによって表示される。加えて、最適な方法での

電力使用の動機付けとＣＯ
２

の削減は、参加者にフィードバックすることによって増幅される。

さらに、Ｖ２Ｈ（Vehicle to Home）の機能は、エネルギーの双方向の流れを可能にし、家から

車への充電だけでなく、車から家への供給を可能にする。この機能は、車によって可能となる

新しい価値創造の例であり、平常時だけでなく緊急時にも有用である。 

ＴＤＭＳは、公共交通機関、自動車、その他の交通手段と個々人の需要をベースにしてライ

フスタイルをサポートするものである。それはまた、交通機関のシームレスな使用を可能にし、

交通渋滞の緩和を図ることによって、地域のＣＯ
２

レベルを低下させ、社会に対するポジティブ

な効果をもたらすことを狙いとする。ＴＤＭＳは、推薦されたオプションから環境にやさしい

交通機関を選択することに対してポイントを与える。そこで、個々人のライフスタイルの変更

によって、このシステムはエネルギーと交通の両方の流れを最適化する。 
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 ３．２．２ ビジネスとして成立しうる事業スキームの明確化 

  実証システムは実用化段階では、ビジネスとして成立しうる事業スキームが必要である。 

  その際、ランニングコスト負担と初期投資コスト負担ともに受益者負担の原則が成り立つよ

うになるまでにはかなりの期間が必要であると考えられる。それは、ＣＯ
２

削減といった環境改

善目標がスマートコミュニティのサービスのユーザに対して、必ずしも直接的で短期的なメ

リットを提供するものではないということに起因している。 

  そこで、こうした環境対策が企業経営の事業収支の点から見てどのような影響を及ぼすかに

ついて、「環境経営に関するポーター仮説」の検証を通して検討してみる。 

  まず、環境経営に関するポーター仮説とは、「適切に設計された環境規制は企業のイノベー

ションを誘発して、結果的に競争力の向上と利益の上昇をもたらす」というものである。これ

に関して、先行研究では、図３－１０のように賛否両論あり、統一的な結論には至っていない。 

 

 

出典：電力中央研究所報告 後藤美香「ポーター仮説のレビューとわが国産業における実証分析」 

図３－１０ 環境経営に関するポーター仮説に対する賛否両論 

 

  このようなポーター仮説の検証を行っているものとして、後藤美香氏による「ポーター仮説

のレビューとわが国産業における実証分析」(電力中央研究所報告)がある。これは、2004年か

ら 2008年の 5 年間のわが国の 7 産業(鉄鋼、化学、窯業・土石、紙パルプ、機械、電力、ガス)

に属する東証一部・二部上場企業の年次データ（総サンプル数 416）を用いた検討であり、次

のような重回帰式による推定をもとに統計的検定を実施している。 
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  ここで、被説明変数(Econ)は経済効率指標として「トービンの q」である。 

 

  トービンの q＝（株式時価総額＋債務の総額）／資本の再取得価格 

 

  この「トービンの q」は米国のﾉｰﾍﾞﾙ賞経済学者ジェームズ・トービンの理論であり、q＞１

のとき資本ストックを使って財を再生産するほうが大きな価値を生み出すというものである。 

  一方、説明変数は、(Econ
i,t

)の 1期ラグ変数(Econ
i,t-1

)と、環境効率指標として環境保全費用

額の売上高比率(Env
i,t

)とその 1 期ラグ変数(Env
i,t-1

)、企業規模を表す売上高(Rev
i,t

)とその 1

期ラグ変数(Rev
i,t-1

)、研究開発費の売上高に対する比率(R&D
i,t

)とその 1 期ラグ変数(R&D
i,t-1

)、

資本構成を表す負債資本比率(DAR
i,t

)とその 1期ラグ変数(DAR
i,t-1

)、さらに財務パフォーマンス

指標として自己資本利益率または総資産利益率を表す(RO
i,t

)※とその 1期ラグ変数(RO
i,t-1

)、年

別タイムダミー変数(Year
t

)、産業ダミー変数(Ind
r

)からなる。 

 

  ※ ：(RO
i,t

)は ROE(注１)のケースのモデル 1と ROA(注２)のケースのモデル 2がある 

  (注１) ROE(return on equity)＝利益／自己資本×１００    ←自己資本利益率 

  (注２) ROA(return on asset)＝利益／総資産（総資本）×１００←総資産利益率 

 

  さて、このような実証分析の結果として、図３－１１のような統計的検定の結果が得られて

いる。図３－１１において、環境効率指標の１期ラグ変数 Evn_1のＺ値がモデル 1、2とも 5％

水準で有意となっている。従って。この分析結果の結論としては、環境効率が経済効率に負の

影響を及ぼすということになる。これは言いかえれば、サンプルデータが 5 年間であったこと

からすると、環境対策は少なくとも 5 年間は利益に貢献していないということである。 

 

 

出典：電力中央研究所報告 後藤美香「ポーター仮説のレビューとわが国産業における実証分析」 

図３－１１ ポーター仮説の実証分析結果 
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  このように、今回のデータ分析では経済パフォーマンスと環境パフォーマンスが負の相関関

係にあることが分かった。また、図３－１１によると企業の収益性指標である ROE や ROA はトー

ビンの q(企業価値)に対して負の影響を及ぼしている。ところで、トービンの q は、投資家の

企業に対する将来期待を反映する経済効率指標である。そのことからすると、環境保全など企

業の環境への取組みがイノベーションを通じて企業価値に反映されるまでには一定期間を要す

るということになり、図３－１２のようにポーター仮説は長期的なものだということができよ

う。つまり、今回の研究で用いた 5 期分のデータによる分析では、少なくともポーター仮説に

必要な充分な期間ではなかったということであると推測される。逆にいうと、少なくとも 5 年

間程度は環境対策をとる企業に対する公的な補助が必要と考えることもできる。従って、スマー

トコミュニティ関連のビジネスの事業スキームを成立させるために公的補助が必要であるとす

れば、少なくとも 5 年間程度は必要だと考えられる。 

 

 

出典：電力中央研究所報告 後藤美香「ポーター仮説のレビューとわが国産業における実証分析」 

図３－１２ ポーター仮説と時間の経過 

 

 ３．２．３ 社会システムサービス事業参入時の競争戦略の明確化 

  スマートコミュニティサービスのビジネスは、世の中ではまだ確立していないエマージング

インダストリーのビジネスである。従って、当初はその業界のルールがなく、参入した企業は

ビジネスがテイクオフするまで、既存の業界とは異なるリスクの低減が必要になる。 

  特に、新しい業界ではその構造が不安定で当初はおそらく変化し続けるだろうし、競争相手

の様子を探るのも容易ではない。 

  しかし、逆に、だからこそ自分で業界秩序を作り出し、長い目で見ていち早く強力な地位に

上がれるようなルールを作りだす努力が必要ともいえる。ただそれも、自社の経営資源が許す

範囲での話しとなり、現実的には業界発展か自社利益かのバランスをうまくとる必要がある。

つまり、ある程度業界の他業者との間に持ちつ持たれつの関係が必要になる。このように初期

には業界が互いに協力しあい、業界が市場に浸透しはじめた段階で自社中心に比重をかけてゆ

くのが良いと考えられる。 

  新しい業界では製品やサービスを受け入れる市場の見定めが必要になるが、その際に共倒れ
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にならないような業界の秩序をどうつくっていくかが重要なポイントとなる。そういった意味

で、新規産業の創出プロセスにおいて、技術や企業のインテグレータとなる中核企業を見極め

ることが求められるとともに、そうした中核企業を育成するためにリスクマネーの供給を支援

する仕組みが必要であると考えられる。 

 

 ３．２．４ 低炭素交通システムの各施策の有機的連携による相乗効果の創出 

  豊田市は車が移動手段の中心の地域であり、次世代自動車の大幅な導入や公共交通機関との

連携など、「くるまのまち」ならではの交通分野での先進的実証がこのプロジェクトの 1つの特

徴になっている。ＣＯ
２

削減のための交通システムに関する施策の中で、交通渋滞の解消とドラ

イバーの利便性向上を狙いとした交通情報システムはとくに重要である。この交通情報システ

ムは情報を一元化し、統合することによって、ユーザの使い勝手がよくなり情報の有効性もよ

り高まってくる。 

  また、交通渋滞解消のための公共交通サービスの強化策として、公共車優先に対応した一般

車両に対する規制や信号制御、更には公共交通運賃の値下げなどを合わせた総合的な対策が考

えられる。こうした、交通情報の一元化や交通規制、駐車場の整備、公共料金の値下げなどは

それぞれで行政の所管が別々になっているが、これらの施策は有機的に連携することにより相

乗効果が期待できる。従って、実運用化の段階では統合的に展開することができるようにする

ことが望ましい。 

  欧州においては、自治体が税金を投入して施設等を設置し、運営は民間が入札により実施す

るという公設民営方式の例もみられる。 

  また、わが国では東日本大震災のときには、民間の自動車会社等が保有するプローブ交通情

報に基づく通行実績情報と国や自治体といった公的機関が保有する通行止め等の規制情報とを

重ね合わせた交通情報がインターネット上で提供され好評だった。交通システムについては、

これらの例に見られるようにユーザの立場に立った総合的で柔軟な対策を検討する必要がある。 

 

３．３ 社会システムのグローバル展開における課題と対応 

 ３．３．１ 市場に対応した海外展開 

  低炭素社会システムのグローバル展開を図るためには、対象とする地域に合わせたものを見

極める必要がある。つまり、どのような製品・技術・ノウハウを、どのような単位で、どのよ

うな組み合わせで、どのエリア向けに展開すべきかが重要である。 

  各国はその国情にあった再生可能エネルギー・気候変動防止政策をとる。要するに再生可能

エネルギーを導入しようとする政策立案者の動機は、それぞれの国によって異なるわけである。

そこで、再生可能エネルギー導入のためのインセンティブは世界的にどのように働いているか

を IPCCの「再生可能エネルギーと気候変動防止」報告書(IPCC_SRREN_Ch11)から抜粋してみる。

これによると、概して開発途上国は経済的な動機が主で、ところによっては再生可能エネルギー

が取りうる唯一の道である場合もあり(例：ボリビア、トンガ、ザンビア等)、人口比で考えれ

ばこの理由が最も重要である。一方、多くの先進国では温暖化防止を含めエネルギーが環境に



 

 20

及ぼす影響を低めなおかつエネルギーの輸入依存度を下げようとすることが最大の動機となっ

ている。(例：オーストラリア、米国・カリフォルニア、ＥＵ、カナダ・ケベック)。 

  ところで、一般論として、海外へ売るビジネスでは、単品を売るほうが容易で、システム商

品を売るほうが難しい。しかもシステム化のレベルが上がれば上がるほど、ビジネスは難しく

なる。なぜなら、システムは様々なノウハウを含み、社会の文化と繋がっているからである。

2011 年 7 月 23 日に起きた中国高速鉄道の事故で明らかになったことは、車両などの技術は海

外から購入したが、運行管理システムは独自に開発したとのことである。報道によると、高速

鉄道車両のローカル線への乗り入れなどがあり、独自開発の必要があったとされている。つま

り、運行管理は地域の実情を織り込む必要があり、高度なシステムほど導入が難しい一例と言

える。 

  しかし、単体機器の輸出は、新興国との価格競争に陥り、中国、韓国等に市場を奪われるこ

とが懸念される。したがってわが国の技術をその地域に最適化(ローカライズ)し、インフラシ

ステムのパッケージとして海外へ展開することが重要である。そのためには、実証困難な技術

システムを相手国と共同で日本国内で実証したり、国際標準化の獲得に向けて、その実証事業

から得られた成果をフィードバックするとともに、更には相手国のフィールドでの海外実証に

て日本の技術のショーケース化をはかり、輸出促進に寄与することが望まれる。 

 

 ３．３．２ 国際標準規格化への対応 

  スマートグリッド・スマートコミュニティの国際標準化については、アメリカ、EU、中国等

でも積極的な取組みがなされている。 

  我が国ではこのような海外の動きもふまえつつ戦略的に対応するため、2010 年 8月より開始

した「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に関する研究会」（経済産業省）において、

我が国のスマートグリッド技術についての国際標準化ロードマップを策定するとともに、我が

国企業の競争優位性や市場への参入可能性を考慮して、26 の重要アイテムを選定した。 

  ところで、我が国のスマート社会システムの開発においては、機器・製品・システムの高度

化自体に力点を置きがちであるが、それだけではエネルギーシステムの一部品とだけなってし

まう可能性もある。一方、海外では、性能の高い機器のみならず性能の低い機器であっても、

これらを効率的に制御する上位のシステムの開発の中に組み込み、これを「システム性能」と

して国際標準化する動きもある。このようなことを踏まえれば、機器の組み合わせだけでなく、

制御等のシステム複合度を高め、トータルとして付加価値を発揮することも必要となる。さら

に、海外展開の場合の買い手側は国や地方政府であることが多く、そのニーズにあった提案に

するには、機器やシステムにとどまらない、環境やエネルギー問題等のソリューションを含め

た総合的な提案が必要となる。 

  このような背景をもとに、海外展開や国際標準を業種横断的に官民が連携して推進していく

ため、経済産業省が旗振り役となり 2010 年 4 月 6 日に、官民連携組織の「スマートコミュニ

ティ・アライアンス」が NEDOを事務局として設立されている。(図３－１３) 

  結成時 287だったメンバーは、2012 年 2月 8日現在で 741社に拡大している。大半は民間企
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業で、東芝、伊藤忠、東京ガス、東京電力、トヨタ自動車、日揮、パナソニック、日立、三菱

電機等の企業が会員として参加している。海外展開を想定した標準化の推進活動は、このスマー

トコミュニティ・アライアンスを中心に進めていくことが最も有効であると考えられる。 

 

出典：経済産業省ホームページ 産業構造審議会情報経済分科会（第 27回）配布資料 

図３－１３ スマートコミュニティ・アライアンス 

 

  このスマートコミュニティ・アライアンスの中には 図３－１３のように「国際標準化 WG 

(ワーキンググループ)」の他に、「国際戦略 WG」なども設置され、スマートコミュニティ市場

獲得に向けた全体戦略の一環として標準化や海外の関係機関との意見交換等の活動が実施され

ている。 

  更にこの国際標準化 WGには、図３－１４のように「蓄電池」「送配電網管理」「エネルギーマ

ネジメントシステム(EMS)」「次世代自動車」「通信インターフェース」の SWG(サブワーキング

グループ)が設置され、それぞれの分野の標準化の検討が行われている。例えば、このうち、蓄

電池 SWGでは、定置用蓄電池システムのインターフェース、安全性･信頼性等を検討し、送配電

網管理 SWGでは送電系統広域監視制御システムに関する標準化の検討や、PVのパワーコンディ

ショニングシステムの多数台性能評価等を検討している。次世代自動車 SWG は日本自動車工業

会「電動車両標準検討会」において標準化を推進しており、通信インターフェース SWG につい

ては総務省と連携しながら ITUへの規格提案を行っている。 



 

 22

 
事業分野 重要アイテム 

1 送電系統広域監視制御システム 

（WASA） 

送電系統広域監視制御システム 

2 

系統用蓄電池 

系統用蓄電池の最適制御 

3 配電用蓄電池の最適制御 

4 ビル・地域内電池の最適制御 

5 蓄電池用高効率パワコン 

6 

配電網の管理 

配電自動化システム 

7 分散型電源用パワコン 

8 配電用パワエレ機器 

9 

デマンドレスポンス 

ﾃﾞﾏﾝﾄ･ﾞﾚｽﾎﾟﾝｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ 

10 ＨＥＭＳ 

11 ＢＥＭＳ 

12 ＦＥＭＳ 

13 ＣＥＭＳ 

14 

需要側蓄電池 

定置用蓄電システム 

15 蓄電池モジュール 

16 車載用蓄電池の残存価値評価方法 

17 

電気自動車 

ＥＶ用急速充電器と車両間通信 

18 ＥＶ用急速充電器用コネクタ 

19 ＥＶ用急速充電器本体設計 

20 車載用ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の安全性試験 

21 車両・普通充電ｲﾝﾌﾗ間の通信 

22 ｲﾝﾌﾗ側からのＥＶ用普通充電制御 

23 

AMI システム 

メータ用広域アクセス通信 

24 メータ用近距離アクセス通信 

25 ＡＭＩシステム用ガス計量部 

26 ﾒｰﾀ通信部と上位ｼｽﾃﾑとの認証方式 

出典：経済産業省ホームページ 次世代エネルギー・社会システム協議会（第 13回）配布資料 

図３－１４ 26アイテムとスマートコミュニティ・アライアンスの SWGの関係 

 

 ３．３．３ 海外技術者と外国人潜在ユーザの受け入れ環境整備 

  スマート社会システムやスマートコミュニティの海外展開のためには、海外における先進的

な技術について常にベンチマークを行い、優れたものを積極的に取り込んでおくことが重要で

ある。そのためには海外のシステムの技術に関する調査と評価を行い、外国人技術者の招聘が

必要な場合もあると考えられる。 

  一方、海外の潜在ユーザに対して売り込みたいシステムやサービスの体験ゾーンの設置も望

まれる。もちろんそのために長期滞在の受け入れ外国人技術者や潜在ユーザのために生活環境

まで整備することが理想的であるが、まずはスマートハウスのモデル棟などによって体験して

もらう方法が現実的である。そういった意味で豊田市元城町(加茂病院跡地)に建設が予定され

ている「低炭素社会モデル地区」のショーケースが大変有効であると考えられる。 

  ところで、日本のスマートコミュニティ技術のグローバル展開を図るために、米国、中国、

フランス、スペイン等の海外で行われている実証プロジェクトに、共同研究や共同実証の形で

参加している日本企業が多数ある。 

  我が国での海外技術の導入はいわばこの裏返しのケースであるとも考えられる。つまり、 

蓄電池 SWG 

送配電網管理 
SWG 

EMS 
SWG 

次世代自動車 
SWG 

通信 I/F 
SWG 

(横断的分野) 
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まずは優れた技術をもつ相手国と日本との間で WIN-WIN の関係になり得る共同実証の候補を世

界中から探し出すことが重要であり、さらにその事業を展開しマネジメントできる経営人材の

活用が必要となると考えられる。 

 

 ３．３．４ 他プロジェクトとの差別化 

 （１）低炭素交通システムによる差別化 

   豊田市の実証プロジェクトの最大の特徴の１つは低炭素交通システムである。具体的には

PHV や EV などの先進自動車の導入促進と、太陽光パネル付充電器、そして FC バスの路線導

入、パーソナルモビリティの歩道空間での実験などがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３－１５ 低炭素交通システム全体の取り組みイメージ 

 

   また、交通手段そのものの低炭素化だけでなく、交通の流れを良くしてエコドライブを促

進するＩＴＳ車載機による情報収集・提供や、基幹バスと通勤バスの連携・利用促進にも取

組んでいる。更に、TDMS(Traffic Data Management System）によって状況に応じた最適な移

動手段(公共交通と連携したカーシェアリングやパーク&ライドなど)を誘導する円滑な交通

システムを目指している。 

   このように低炭素交通システムをもつということ自体が大きな差別化要素の 1 つであると

いえる。 

 

 （２）現実的な初期導入シナリオの実証 

   更に前述のような交通システムに関わる点を含め、他の実証プロジェクトと比較した場合

の豊田市プロジェクトのユニークな点としては以下のようなものがある。 

パーソナルモビリティ等 

シェアリング車両 

 

人や環境にも

優しい移動を

サポート 
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・実証内容が主に地域内を対象としていること 

・個別一戸建て住宅が中心であること 

・交通を主体とした地域での実証であること 

・ＰＨＶ、ＥＶ等の先進自動車に重点をおいていること 

 

   低炭素社会をモデル都市でなく実際の都市で実現しようとした場合、この実証実験に盛り

込まれたような項目が一度に導入されるという条件が揃うことはレアケースであると考えら

れる。このような地域では次のような導入シナリオが考えられる。 

 

① 再生可能エネルギーの導入が先行し、 

② 次にそれらを統合するエネルギーマネジメントシステムが展開される。 

③ PHV、EVとその充電システムのように独立して浸透するものは①②と平行して発展し、 

ある時点から順次エネルギーマネジメントシステムに組み込まれていく。 

 

   各国の環境関連投資の動向はまさしくこのシナリオのような動きを示している、このよう

なシナリオを考えれば、豊田市の実証プロジェクトでは地域内での実証が中心であり家庭内

のエネルギーマネジメントに重点をおいているため、発展の初期としては最も現実的である

と考えられる。もちろん、最終段階では、より広いエリアでのスマートグリッドへの組み込

みをどうするかという課題があるが、現実的な初期導入フェーズのスマートコミュニティシ

ステムに関する実証という点が他のプロジェクトに対する１つの差別化要素であると考えら

れる。 
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